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税務訴訟資料 第２５８号－３９（順号１０８９７） 

東京地方裁判所 平成●●年（○○）第●●号 消費税更正処分取消等請求事件 

国側当事者・国（飯田税務署長） 

平成２０年２月２０日棄却・確定 

 

判 示 事 項  

(1) 仕入税額控除制度の趣旨 

(2) 保税地域からの貨物の引取りに係る仕入税額控除の趣旨 

(3) 申告納税制度は、法定の納税義務者に対し、その課税内容を最も知悉する者として、法律の定め

る手続に従って、一定の要式により、できるだけ正確な課税内容を申告することを期待する一方、こ

の納税申告に対し、原則として、既に国家と納税義務者との間に成立している納税義務の確定という

公法上の効果を付与するものであり、納税義務者が第三者名義で納税申告することは法が予定してい

ないところであると解される（最高裁昭和４６年３月３０日判決・刑集２５巻２号３５９頁参照）と

ころ、本件において、輸入消費税の申告納付は、訴外会社名義で行われたものと認められ、訴外会社

が当該輸入消費税の納税義務者であったということが公法上確定されたというべきであるから、特段

の事情がない限り、輸入消費税の申告名義人ではない原告会社が課税事業者として納付すべき消費税

において控除されることはないと解すべきであるとされた事例 

(4) 消費税法基本通達１１－１－６（実質的な輸入者と輸入申告名義人が異なる場合の取扱い）は、

いわゆる限定申告の場合に輸入申告を行なう者が単なる名義人であって、実質的な輸入者が別に存在

するとき、実質的な輸入者が輸入消費税の仕入税額控除を受けることを認めており、すなわち、上記

通達は、消費税法３０条１項に関する課税庁の公権的解釈として、輸入申告名義人ではない実質的な

輸入者に対し、輸入消費税の仕入税額控除を受け得ることを正面から認めたものであるとの原告会社

の主張が、同通達は、輸入申告をする者が限定されているような場合には、実質的な輸入者である商

社等と、申告をするいわゆる限定申告者との名義が異なることが想定されることから、そのような例

外的な場合には、実質的な輸入者が引取りに係る消費税について仕入税額控除を受け、いわゆる限定

申告者は実質的な輸入者からの買取りについての消費税額について仕入税額控除を受けることとし

て、仕入税額控除制度の趣旨を全うさせようとしたものであると解され、この通達が存在することに

よって、およそ消費税法３０条１項について、一般的に実質的輸入者が仕入税額控除を受けると解釈

すべきことにならず、そして、本件の取引が同通達が例外的に定める要件に該当するとは認められな

いとして排斥された事例 

(5) 訴外会社が申告名義人であることから直ちに実体法上の納税義務者となるわけではない上、仮に

申告名義人である訴外会社が実体法上の納税義務者であったとしても他に実質的な輸入者がいれば、

その者も実体法上の納税義務を負うと解すべきであるから、実質的な輸入者であれば、輸入消費税の

申告、納付をしていない者に対しても仕入税額控除の規定を適用すべきであるとの原告会社の主張が、

訴外会社が輸入消費税の申告名義人となって申告したことは、輸入消費税の内容を知悉する訴外会社

が国家との関係では納税義務者となることを自認して、公法上の納税義務を確定させたことに他なら

ないというべきであるし、そもそも国家との関係で、申告名義人以外の者に納税義務が生じることは

想定し難く、さらに、本件における取引の実態に照らしても、真実の輸入者が訴外会社ではなく原告

会社であるとはいえないとして排斥された事例 
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(6) 輸入消費税を実質的に原告会社が負担していること、税関から原告会社として扱うべきである旨

の指摘を受け、その指摘に従った処理をせざるを得ない状況にあったこと、対中国貿易実務の知識・

経験を有する訴外会社に輸入手続を委託する必要があったことなどから、原告会社に仕入税額控除の

適用を認めないのは著しく酷である旨の原告会社の主張が、そもそも本件は、原告会社において、輸

入消費税等の申告、納付が訴外会社名義でされるのを容認しながら、仕入税額控除の適用のみ原告会

社名義でしようとしたことに起因するものであり、仮に原告会社が輸入消費税についての控除を受け

たいのであれば、自ら輸入申告をし、あるいは輸入手続に詳しい業者を代理人として原告会社に輸入

申告の効果を帰属させればよかったのであり、本件においてそのようなことをすることができない障

害が存在したことをうかがわせる事情も見られないのであるから、輸入消費税に係る仕入税額控除を

受けられないのは、原告会社自らの責任に帰すべきものであるとして排斥された事例 

判 決 要 旨  

(1) 仕入税額控除の制度は、消費税の課税事業者が納付すべき税額を算定する際に、仕入れの際に含

まれていた税額（仕入税額）を控除することによって、納税事業者が、仕入れの際に負担した税額を

累積して納税することを防止するためのものである。すなわち、そもそも仕入税額控除の制度は、本

来、消費税を納付する課税事業者が、仕入れの際に自ら負担した税額を控除することを予定した制度

であると解される。 

(2) 保税地域からの貨物の引取りに係る輸入消費税は、原則として課税事業者が輸入時に自ら納付す

るものとされ（消費税法５条１項、４７条１項、５０条１項）、消費税法３０条１項が、行為の主体

としては冒頭に「事業者」のみを掲げ、他に主体となるべき記載をしていないことは、保税地域から

の引取りに係る仕入税額控除の制度が、原則として、課税事業者が自ら輸入段階で納付した税額を控

除する仕組みであることを念頭に置いたものであると解すべきであり、さらに、課税貨物を引き取る

事業者が、同事業者の氏名又は名称の記載された輸入許可通知書を含む、帳簿及び請求書等を保存す

べきとされているのも、課税事業者が自ら輸入段階で納付した税額を控除することを当然の前提とし

て規定したものと解される。 

(3)～(6) 省略 

 

判 決 

原告         株式会社Ａ 

同代表者代表取締役  甲 

同訴訟代理人弁護士  藤枝 純 

同          平川 雄士 

被告         国 

同代表者法務大臣   鳩山 邦夫 

処分行政庁      飯田税務署長 樋口 功 

被告指定代理人    三村 仁 

同          村手 康之 

同          阿部 務 

同          齋藤 隆敏 

 

主 文 
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１ 原告の請求をいずれも棄却する。 

２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

 

事実及び理由 

第１ 請求 

１ 飯田税務署長が平成１６年６月１４日付けで原告に対してした、原告の平成１２年８

月１日から平成１３年７月３１日までの課税期間の消費税及び地方消費税の更正処分

（ただし、審査裁決により一部取り消された後のもの）のうち消費税の納付すべき税額

△８１９万０７１０円（△印は、還付金の額に相当する金額を示す。以下同じ。）を超

える部分及び地方消費税の納付すべき譲渡割額△２０４万７６７７円を超える部分、並

びに同更正処分に係る過少申告加算税の賦課決定処分（ただし、審査裁決により一部取

り消された後のもの）のうち過少申告加算税９万５０００円を超える部分をいずれも取

り消す。 

２ 飯田税務署長が平成１６年６月１４日付けで原告に対してした、原告の平成１３年８

月１日から平成１４年７月３１日までの課税期間の消費税及び地方消費税の更正処分

（ただし、審査裁決により一部取り消された後のもの）のうち消費税の納付すべき税額

△３３１万２１７５円を超える部分及び地方消費税の納付すべき譲渡割額△８２万８

０４３円を超える部分、並びに同更正処分に係る過少申告加算税の賦課決定処分（ただ

し、審査裁決により一部取り消された後のもの）をいずれも取り消す。 

３ 飯田税務署長が平成１６年６月１４日付けで原告に対してした、原告の平成１４年８

月１日から平成１５年７月３１日までの課税期間の消費税及び地方消費税の更正処分

（ただし、審査裁決により一部取り消された後のもの）のうち消費税の納付すべき税額

△７９８万７８０９円を超える部分及び地方消費税の納付すべき譲渡割額△１９９万

６９５２円を超える部分、並びに同更正処分に係る過少申告加算税の賦課決定処分（た

だし、審査裁決により一部取り消された後のもの）のうち過少申告加算税９万５０００

円を超える部分をいずれも取り消す。 

第２ 事案の概要 

 本件は、原告を委託者、中華人民共和国（以下「中国」という。）の法人であるＢ有限

公司（以下「Ｂ公司」という。）を受託者とする水引製品の加工委託取引を行うにつき、

原告は、輸入手続をＣ株式会社（以下「Ｃ」という。）に委託し、Ｃにおいて水引製品の

保税地域からの引取りに係る消費税及び地方消費税を納付していたところ、原告が、消費

税及び地方消費税の確定申告に際して、Ｃの納付した消費税は原告が負担したことを理由

に仕入税額として控除したのに対し、かかる控除は認められないとして上記第１の１ない

し３記載の各更正処分及び賦課決定処分を受けたことから、それらの取消しを求めた事案

である。 

１ 法令等の内容 

(1) 消費税法４条２項は、同法２条１項２号にいう保税地域から引き取られる外国貨

物に消費税（以下「輸入消費税」という。）を課す旨を、また、同法５条２項は、外

国貨物を保税地域から引き取る者は課税貨物に係る輸入消費税を納める義務がある

旨を、それぞれ規定している。 
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 同法４７条１項は、関税法６条の２第１項１号に規定する申告納税方式が適用され

る課税貨物を保税地域から引き取ろうとする者は、他の法律又は条約の規定により輸

入消費税を免除される場合を除き、輸入消費税に係る申告書を税関長に提出すべき旨

を、また、消費税法５０条１項は、上記申告書を提出した者は、当該申告に係る課税

貨物を保税地域から引き取る時までに、当該申告書に記載した輸入消費税を納付しな

ければならない旨を、それぞれ規定している。 

 そして、関税法７２条後段は、外国貨物に係る輸入消費税及び地方消費税（以下「輸

入消費税等」という。）の納付を輸入許可の要件としている。 

(2) 消費税法３０条１項柱書及び２号は、事業者が、保税地域から引き取る課税貨物

については、保税地域から引き取る課税貨物につき同法４７条１項の規定による申告

書を提出した場合、当該申告に係る課税貨物を引き取った日の属する課税期間の同法

４５条１項２号に掲げる課税標準額に対する消費税額から、当該課税期間における保

税地域からの引取りに係る課税貨物につき課された又は課されるべき輸入消費税額

の合計額を控除する旨を規定している。 

(3) 消費税法３０条７項本文は、事業者が当該課税期間の税額の控除に係る帳簿及び

請求書等を保存しない場合には、同条１項を適用しない旨を規定している。 

 また、同条８項２号は、上記帳簿には、以下の事項が記載されていることが必要で

あるとしている。 

イ 課税貨物を保税地域から引き取った年月日 

ロ 課税貨物の内容 

ハ 課税貨物の引取りに係る消費税額及び地方消費税額又はその合計額 

 そして、同条９項３号は、同条７項に規定する請求書等として、書類の交付を受

ける事業者の氏名又は名称等が記載された、当該課税貨物の輸入の許可があったこ

とを証する書類を挙げている。 

２ 争いのない事実 

(1) 原告は、Ｂ公司との間で、①原告が水引製品の加工に必要な原材料のほとんどを

調達してＢ公司に無償で支給し、②Ｂ公司が原告の注文に応じて水引製品を加工し、

③原告がＢ公司から水引製品のすべての引渡しを受け、④原告がＢ公司に加工賃を支

払う旨の加工委託取引（以下「本件加工取引」という。）を行っていた。 

(2) 原告は、Ｂ公司から水引製品の引渡しを受けるに当たって、輸入手続をＣに委託

し、Ｃは、原告に代わって、製品の輸送、輸入に関する保険の締結、製品の保税地域

への搬入を行っていたほか、輸入に当たり必要な仕入書（インボイス）の荷受人、輸

入申告及び同許可の名宛人、輸入に際し課された関税並びに保税地域からの引取りに

際し課された輸入消費税等の申告、納付の名義人となっていた（輸入申告、輸入消費

税等の申告、納付について、Ｃが原告に代わってしたものであるか否かについては争

いがある。）。 

 原告は、Ｃに対し、上記役務の提供の対価として、水引製品の輸入金額の１２パー

セント相当額の手続費用を支払うとともに、あわせて上記輸入消費税等の額を支払っ

ており、その金額は、平成１２年８月１日から平成１３年７月３１日までの課税期間

（以下「平成１３年７月課税期間」という。）については１９８２万５５００円（う
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ち消費税１５８６万０４００円）、同年８月１日から平成１４年７月３１日までの課

税期間（以下「平成１４年７月課税期間」という。）については１６２０万０８１４

円（うち消費税１２９６万０６５２円）、同年８月１日から平成１５年７月３１日ま

での課税期間（以下「平成１５年７月課税期間」という。）については１９５４万９

９００円（うち消費税１５６３万９９２０円）であった（以下これらを総称して「本

件輸入消費税等」といい、このうち消費税部分を「本件輸入消費税」という。）。 

(3) 消費税法３０条９項３号所定の事項が記載された輸入許可通知書及び輸入消費税

等の納付書の原本はＣが保存しており、原告はこれらを飯田税務署調査担当者に対し

提示した。 

(4) 原告の前記(2)の各課税期間に係る確定申告及びこれに対する更正決定並びに過

少申告加算税の賦課決定処分（以下、審査裁決により一部取り消された後のものを、

それぞれ「本件各更正処分」「本件各賦課決定処分」という。）の経緯は、別紙１記載

のとおりである。 

 また、被告が本訴において主張する本件各更正処分及び本件各賦課決定処分の根拠

は別紙２のとおりである。 

３ 争点及び当事者の主張 

(1) 原告は、本件輸入消費税の納税義務者に該当し、消費税法３０条１項により「保

税地域からの引取りに係る課税貨物につき課された消費税額」の控除を受けられる事

業者であるといえるか。 

（被告の主張） 

ア 仕入税額控除について規定する消費税法３０条１項により控除される消費税額

は、当該事業者が「課された」消費税額であり、仕入税額控除を受ける事業者自身

に消費税が課されたことを予定しているというべきである。そして、消費税法４７

条１項は、関税法６条の２第１項１号に規定する申告納税方式が適用される課税貨

物を保税地域から引き取ろうとする者は、原則として輸入消費税に係る申告書を税

関長に提出しなければならないと規定しているところ、そもそも申告納税制度は、

納税申告に対し、原則として、既に国家と納税義務者との間に成立している納税義

務の確定という公法上の効果を付与するものであるから、本件においては、輸入消

費税の申告納税を行ったＣが公法上確定した納税義務者であり、およそ輸入消費税

の申告納税を行っておらず申告納税義務者でない原告は、消費税法３０条１項によ

って仕入税額控除を受けることができる事業者には該当しない。 

イ なお、Ｃは、各課税期間の全期間において、のべ２６６回にわたり、主体的に外

国貨物の引取行為を行っており、実質的にみても、Ｃが仕入税額控除を受ける事業

者であったというべきであって、原告が実質的な輸入事業者であるとする原告の主

張もまた失当である。 

（原告の主張） 

ア 消費税法３０条１項は、「課税貨物につき」「課された」「消費税額」を控除する

旨規定し、誰に課された消費税であるかは問題とせず、その課税貨物について課さ

れた消費税額を控除するとしている。したがって、消費税法は、課税貨物につき真

に権利、利益を有する者、すなわち課税貨物の実質的な輸入者が仕入税額控除を受
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け得ることを前提としており、控除を受けるためには、消費税の申告名義人である

ことを要しないと解すべきである。 

イ また、仕入税額控除制度の趣旨は、取引の各段階における消費税の課税の累積を

排除することにあるところ、事業者が「外国貨物を保税地域から引き取る者」（消

費税法５条２項）、すなわち実質的な輸入者に該当して輸入消費税の納税義務を負

っている場合には、当該事業者はまさに輸入消費税の負担を負っていることになる

から、仕入税額控除により消費税の課税の累積が排除されるべき場合に当たる。 

ウ そして、事業者が行った国内における課税仕入れについて仕入税額控除を受ける

場合、課税仕入れを行った事業者の判定は消費税法１３条の実質行為者の原則によ

り実質的な判断がなされ、その相手方において納付すべき消費税の税額が公法上確

定していることを要しないところ、課税貨物の保税地域からの引取りに係る仕入税

額控除はこれと同趣旨のものであり、その要件も同様に解すべきである。 

エ さらに、消費税法基本通達１１－１－６は、いわゆる限定申告の場合に、輸入申

告を行う者が単なる名義人であって、実質的な輸入者が別に存在するとき、実質的

な輸入者が輸入消費税の仕入税額控除を受けることを認めている。すなわち、上記

通達は、消費税法３０条１項に関する課税庁の公権的解釈として、輸入申告名義人

ではない実質的な輸入者に対し、輸入消費税の仕入税額控除を受け得ることを正面

から認めたものである。 

オ 本件加工取引は、すべて原告とＢ公司との間でされており、Ｃは製品の輸入及び

原材料の輸出の手続を原告に代わって行う以外には関与することはなかったし、加

工賃の支払に用いられた輸入手形は、Ｃを名宛人としていたものの、実際には原告

の銀行口座から決済されていたのであるから、原告は、本件加工取引についての実

質的な輸入者であり、仕入税額控除を受けるべき「事業者」に該当する。 

(2) 原告は、消費税法３０条８項、９項等所定の記載がある同条７項所定の帳簿及び

請求書等を保存していたか。 

（被告の主張） 

ア 原告は飯田税務署の担当調査官に、帳簿（乙１１号証の１ないし３）、Ｃ名義の

輸入許可通知書（乙５号証の１ないし３）、輸入消費税等の申告書（乙３号証の１、

２）及び納付書（乙４号証の１、２）を提示しているが、このうち帳簿は、消費税

法３０条８項２号イ（課税貨物を保税地域から引き取った年月日）、ロ（課税貨物

の内容）の記載を欠き、また、輸入許可通知書に記載された事業者はＣとなってお

り、同条９項３号に規定された記載を欠く書類であって、同条７項所定の帳簿及び

請求書等の保存義務を果たしていない。 

イ そして、輸入許可通知書については、Ｃが保存していたというにすぎず、原告が

これを保存していたということはできない。 

（原告の主張） 

ア 原告の帳簿であるＢ公司に係る仕入先元帳（甲２６号証）には課税貨物の内容が、

Ｃに係る仕入先元帳（甲２８号証）には課税貨物を保税地域から引き取った年月日

が、それぞれ記載されている。また、輸入許可通知書の書類の交付を受ける事業者

の名称については、輸入消費税の申告名義人と仕入税額控除を受け得る者が乖離す
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ることが認められる場合は、その申告名義人の輸入許可通知書を保存することで足

りると解すべきである。したがって、原告は、消費税法３０条７項所定の帳簿及び

請求書等の保存義務を果たしていた。 

イ なお、原告は、Ｃ名義の輸入許可通知書等の原本を、原告の履行補助者であるＣ

を通じて保存していた。 

第３ 争点に対する判断 

１ 争点(1)（原告は本件輸入消費税の納税義務者に該当し、消費税法３０条１項により

「保税地域からの引取りに係る課税貨物につき課された消費税額」の控除を受けられる

事業者か。）について 

(1) 消費税法３０条１項は、いわゆる仕入税額控除（課税貨物の引取りの場合を含め

て「仕入れ」と解する。以下同じ。）について規定しているところ、この仕入税額控

除の制度は、消費税の課税事業者が納付すべき税額を算定する際に、仕入れの際に含

まれていた税額（仕入税額）を控除することによって、納税事業者が、仕入れの際に

負担した税額を累積して納税することを防止するためのものである。すなわち、そも

そも仕入税額控除の制度は、本来、消費税を納付する課税事業者が、仕入れの際に自

ら負担した税額を控除することを予定した制度であると解される。 

 そして、保税地域からの貨物の引取りに係る輸入消費税の場合は、原則として課税

事業者が輸入時に自ら納付するものとされているところ（消費税法５条１項、４７条

１項、５０条１項）、消費税法３０条１項が、行為の主体としては冒頭に「事業者」

のみを掲げ、他に主体となるべき者の記載をしていないことは、保税地域からの引取

りに係る仕入税額控除の制度が、まさに上記のとおり、原則として、課税事業者が自

ら輸入段階で納付した税額を控除する仕組みであることを念頭に置いたものである

と解すべきである。 

 さらに、課税貨物を引き取る事業者が、同事業者の氏名又は名称の記載された輸入

許可通知書を含む、帳簿及び請求書等を保存すべきとされている（同法３０条７ない

し９項）のも、課税事業者が自ら輸入段階で納付した税額を控除することを当然の前

提として規定したものと解される。 

(2) そして、関税法６条の２第１項１号に規定する申告納税方式が適用される課税貨

物については輸入消費税についても申告納税制度が採用されているところ、申告納税

制度は、法定の納税義務者に対し、その課税内容を最も知悉する者として、法律の定

める手続に従って、一定の要式により、できるだけ正確な課税内容を申告することを

期待する一方、この納税申告に対し、原則として、既に国家と納税義務者との間に成

立している納税義務の確定という公法上の効果を付与するものであり、納税義務者が

第三者名義で納税申告することは法が予定していないところであると解される（最高

裁昭和４６年３月３０日判決・刑集２５巻２号３５９頁参照）ところ、前記争いのな

い事実（第２の２の(2)）記載のとおり、本件において、輸入消費税の申告納付は、

Ｃの名義で行われたものであると認められる。 

 そうすると、Ｃが本件輸入消費税の納税義務者であったということが公法上確定さ

れたというべきであるから、本件輸入消費税については、原則として、Ｃが課税事業

者として納付すべき消費税において控除されることが予定されるものであるという

【判示(1)】 

【判示(2)】 

【判示(3)】 
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べきであって、特段の事情がない限り、輸入消費税の申告名義人ではない原告が課税

事業者として納付すべき消費税において控除されることはないと解すべきである。 

(3) この点については、たしかに、消費税法基本通達１１－１－６は、輸入申告者が

単なる名義人であって実質的な輸入者が別にいるときに、実質的な輸入者に仕入税額

控除の適用を認めるべき場合があることを示している。しかしながら、この通達は、

例えば、関税定率法１３条１項の規定により、飼料の製造のための原料品であるとう

もろこし等の輸入については、一定の条件の下に関税が免除されるが、その免除を受

けるためには、同項に規定する税関長の承認を受けた製造者の名をもってしなければ

ならない（いわゆる限定申告）こととされており（関税定率法施行令７条２項）、こ

のように輸入申告をする者が限定されているような場合には、実質的な輸入者である

商社等と、申告をするいわゆる限定申告者との名義が異なることが想定されることか

ら、そのような例外的な場合には、仕入税額控除の趣旨を全うさせるために、実質的

な輸入者が引取りに係る消費税について仕入税額控除を受け、いわゆる限定申告者は

実質的な輸入者からの買取りについての消費税額について仕入税額控除を受けるこ

ととして、仕入税額控除制度の趣旨を全うさせようとしたものであると解され、この

通達が存在することによって、およそ消費税法３０条１項について、一般的に実質的

輸入者が仕入税額控除を受けると解釈すべきことにならないことはいうまでもない

ところである。 

 そして、本件の取引が、消費税法基本通達１１－１－６が例外的に定める要件に該

当するとは認められない。 

(4) また、原告は、Ｃが申告名義人であることから直ちに実体法上の納税義務者とな

るわけではない上、仮に申告名義人であるＣが実体法上の納税義務者であったとして

も他に実質的な輸入者がいれば、その者も実体法上の納税義務を負うと解すべきであ

るから、実質的な輸入者であれば、輸入消費税の申告、納付をしていない者に対して

も仕入税額控除の規定を適用すべきであると主張する。 

 しかしながら、Ｃが本件輸入消費税の申告名義人となって申告したことは、本件輸

入消費税の内容を知悉するＣが国家との関係では納税義務者となることを自認して、

公法上の納税義務を確定させたことに他ならないというべきであるし、また、そもそ

も前記のとおり、国家との関係で、申告名義人以外の者に納税義務が生じることは想

定し難いといわざるを得ない（原告が言及する東京地裁平成２年１０月８日判決・行

政事件裁判例集４１巻１０号１６０９頁、東京高裁昭和６０年２月２５日判決・刑事

裁判月報１７巻１、２号１頁は、いずれも複数の者が共同して輸入したことにより、

実質的な輸入者が複数いると認められる事案を前提とした判示であり、本件とは事案

を異にする。）。 

 さらに、本件についていえば、Ｃは、平成１３年７月課税期間から平成１５年７月

課税期間までの間に延べ２６６回にわたって（乙１）、本件加工取引に係る水引製品

の輸送及び保税地域への搬入をし、その輸入申告及び輸入許可の名宛人、関税及び本

件輸入消費税等の名義人となって、これらの申告、納付をしたことに加え（前記第２

の２(2)）、Ｂ公司への加工賃の決済に使用された輸入手形の名宛人となり（弁論の全

趣旨）、原告とＢ公司との間に立って交渉に当たり（甲３７）、原告から本件輸入消費

【判示(4)】 

【判示(5)】 
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税等相当額を受領した後も輸入許可通知書及び輸入消費税等の納付書の原本を原告

に引き渡すことなく自ら保管していた（甲１７）のであるから、客観的にはＣが水引

製品を輸入して処分権をいったん取得した上、原告が輸入手形を決済し手数料及び輸

入消費税等相当額を支払うこと（前記第２の２(2)）と引換えに、水引製品の処分権

を移転したとみるのが自然であって、真実の輸入者がＣではなく原告であるとはいえ

ないから、この点からも原告の主張は失当である。 

(5) さらに、原告は、本件輸入消費税を実質的に原告が負担していること、かつて神

戸税関から輸入者を原告として扱うべきである旨の指摘を受け、その指摘に従った処

理をせざるを得ない状況にあったこと、対中国貿易実務の知識・経験を有するＣに輸

入手続を委託する必要があったことなどから、原告に仕入税額控除の適用を認めない

のは著しく酷である旨を縷々主張する。 

 しかしながら、そもそも本件は、原告において、本件輸入消費税等の申告、納付が

Ｃ名義でされるのを容認しながら、仕入税額控除の適用のみ原告名義でしようとした

ことに起因するものであるし、仮に原告が輸入消費税についての控除を受けたいので

あれば、自ら輸入申告をし、あるいは輸入手続に詳しい業者を代理人として原告に輸

入申告の効果を帰属させればよかったのであり、本件においてそのようなことをする

ことができない障害が存在したことを伺わせる事情も見られないのであるから、本件

輸入消費税に係る仕入税額控除を受けられないのは、原告自らの責任に帰すべきもの

であって、原告の上記主張もまた理由がない。 

２ 以上のとおり、本件においては、Ｃが輸入消費税の納税義務者であるということが公

法上確定されており、本件における輸入消費税の仕入税額については、原則として、Ｃ

が課税事業者として納付すべき消費税において控除されることが予定されるものであ

るというべきであるところ、原告が、実質的輸入者であるとして例外的に原告に仕入税

額控除を認めるべき理由もないから、その余の点について判断するまでもなく、原告の

主張は理由がないと言わざるを得ない。このほか、本件各更正処分及び本件各賦課決定

処分を違法とすべき理由はなく、これらはいずれも適法である。 

第４ 結論 

 以上によれば、原告の請求はいずれも理由がないから棄却することとし、訴訟費用の負

担について、行政事件訴訟法７条、民事訴訟法６１条を適用して、主文のとおり判決する。 

 

東京地方裁判所民事第３部 

裁判長裁判官 定塚 誠 

   裁判官 中山 雅之 

   裁判官 進藤 壮一郎 

【判示(6)】 
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（別紙１） 

本件課税処分等の経緯 

（単位：円） 

区分 年月日 課税標準額 消費税額 
控除対象 

仕入税額 

納付すべき 

消費税額 

納付すべき

譲渡割額 
過少申告加算税

確 定 申 告 平成13年9月28日 629,379,000 25,175,160 34,009,470 △8,834,310 △2,208,577 －

更 正 処 分 等 平成16年6月14日 629,379,000 25,175,160 18,141,630 7,033,500 1,758,300 2,949,500

異 議 申 立 て 平成16年7月13日 （全部の取消しを求める） 

異 議 決 定 平成16年10月8日 （棄却） 

審 査 請 求 平成16年10月26日 （全部の取消しを求める） 

平

成

13

年

７

月

課

税

期

間 

審 査 裁 決 平成18年6月14日 629,379,000 25,175,160 18,260,807 6,914,300 1,728,500 2,927,000

確 定 申 告 平成14年9月25日 595,635,000 23,825,400 27,137,575 △3,312,175 △828,043 －

更 正 処 分 等 平成16年6月14日 595,635,000 23,825,400 14,176,923 9,648,400 2,412,100 2,405,000

異 議 申 立 て 平成16年7月13日 （全部の取消しを求める） 

異 議 決 定 平成16年10月8日 （棄却） 

審 査 請 求 平成16年10月26日 （全部の取消しを求める） 

平

成

14

年

７

月

課

税

期

間 

審 査 裁 決 平成18年6月14日 595,635,000 23,825,400 14,794,097 9,031,300 2,257,800 2,288,000

確 定 申 告 平成15年9月30日 630,982,000 25,239,280 33,868,803 △8,629,523 △2,157,380 －

更 正 処 分 等 平成16年6月14日 630,982,000 25,239,280 18,228,903 7,010,300 1,752,500 2,906,000

異 議 申 立 て 平成16年7月13日 （全部の取消しを求める） 

異 議 決 定 平成16年10月8日 （棄却） 

審 査 請 求 平成16年10月26日 （全部の取消しを求める） 

平

成

15

年

７

月

課

税

期

間 

審 査 裁 決 平成18年6月14日 630,982,000 25,239,280 18,331,947 6,907,300 1,726,800 2,888,000
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（別紙２） 

１ 本件各更正処分の根拠について 

(1) 平成１３年７月課税期間（別表１参照） 

ア 課税標準額（別表１・順号①） ６億２９３７万９０００円 

 上記金額は、原告の平成１３年７月課税期間の消費税等の確定申告書（以下「平成１３年７月

課税期間申告書」という。）に記載された金額と同額である。 

イ 課税標準額に対する消費税額（別表１・順号②） ２５１７万５１６０円 

 上記金額は、消費税法２９条に基づき、上記アの金額に税率１００分の４を乗じて算出した金

額であり、原告の平成１３年７月課税期間申告書に記載された金額と同額である。 

ウ 控除対象仕入税額（別表１・順号③） １７５０万５５４９円 

 上記金額は、消費税法３０条に基づき算出した金額であり、下記エの金額に１０５分の４を乗

じた金額である。 

 なお、原告は、平成１３年７月課税期間申告書において、課税貨物に係る消費税額１５８６万

７８４０円を控除対象仕入税額に算入しているが、当該消費税額は、原告の控除対象仕入税額に

は該当しないため、算入できない。 

エ 課税仕入れに係る支払対価の額（税込み）（別表１・順号④） ４億５９５２万０６８５円 

 上記金額は、下記(ア)の金額から(イ)の金額を控除した金額である。 

(ア) 確定申告額（別表１・順号⑤） ４億７６２１万７７９２円 

 上記金額は、原告が平成１３年７月課税期間申告書に記載した課税仕入れに係る支払対価の額

（税込み）である。 

(イ) 本件加工取引の対価の額（別表１・順号⑥） １６６９万７１０７円 

 上記金額は、原告が確定申告において課税仕入れに係る支払対価の額に含めた、Ｂ公司に対し

支払った本件加工取引に係る対価の額であり、国外取引であるため課税仕入れに係る支払対価

の額に該当しない（争いがない。）。 

オ 納付すべき消費税額（別表１・順号⑦） ７６６万９６００円 

 上記金額は、上記イの金額から同ウの金額を控除した金額（ただし、国税通則法（以下「通則

法」という。）１１９条１項により１００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

カ 地方消費税の課税標準となる消費税額（別表１・順号⑧） ７６６万９６００円 

 上記金額は、地方税法７２条の７７第２号及び同条の８２に基づき、前記オの金額と同額であ

る。 

キ 納付すべき譲渡割額（別表１・順号⑨） １９１万７４００円 

 上記金額は、地方税法７２条の８３に基づき上記カの金額に税率１００分の２５を乗じて算出

した金額である。 

(2) 平成１４年７月課税期間（別表２参照） 

ア 課税標準額（別表２・順号①） ５億９５６３万５０００円 

 上記金額は、原告の平成１４年７月課税期間の消費税等の確定申告書（以下「平成１４年７月

課税期間申告書」という。）に記載された金額と同額である。 

イ 課税標準額に対する消費税額（別表２・順号②） ２３８２万５４００円 

 上記金額は、消費税法２９条に基づき、上記アの金額に税率１００分の４を乗じて算出した金

額であり、原告の平成１４年７月課税期間申告書に記載された金額と同額である。 
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ウ 控除対象仕入税額（別表２・順号③） １４１７万６９２３円 

 上記金額は、消費税法３０条に基づき算出した金額であり、下記エの金額に税率１０５分の４

を乗じた金額である。 

 なお、原告は、平成１４年７月課税期間申告書において、課税貨物に係る消費税額１２９６万

０６５２円を控除対象仕入税額に算入しているが、当該消費税額は、原告の控除対象仕入税額に

は該当しないため、算入できない。 

エ 課税仕入れに係る支払対価の額（税込み）（別表２・順号④） ３億７２１４万４２４８円 

 上記金額は、原告が平成１４年７月課税期間申告書に記載した課税仕入れに係る支払対価の額

（税込み）である。 

オ 納付すべき消費税額（別表２・順号⑥） ９６４万８４００円 

 上記金額は、上記イの金額から同ウの金額を控除した金額（ただし、通則法１１９条１項によ

り１００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

カ 地方消費税の課税標準となる消費税額（別表２・順号⑦） ９６４万８４００円 

 上記金額は、地方税法７２条の７７第２号及び同条の８２に基づき、前記オの金額と同額であ

る。 

キ 納付すべき譲渡割額（別表２・順号⑧） ２４１万２１００円 

 上記金額は、地方税法７２条の８３に基づき上記カの金額に税率１００分の２５を乗じて算出

した金額である。 

(3) 平成１５年７月課税期間（別表３参照） 

ア 課税標準額（別表３・順号①） ６億３０９８万２０００円 

 上記金額は、原告の平成１５年７月課税期間の消費税等の確定申告書（以下「平成１５年７月

課税期間申告書」という。）に記載された金額と同額である。 

イ 課税標準額に対する消費税額（別表３・順号②） ２５２３万９２８０円 

 上記金額は、消費税法２９条に基づき、上記アの金額に税率１００分の４を乗じて算出した金

額であり、原告の平成１５年７月課税期間申告書に記載された金額と同額である。 

ウ 控除対象仕入税額（別表３・順号③） １７５８万７１８９円 

 上記金額は、消費税法３０条に基づき算出した金額で、下記エの金額に１０５分の４を乗じた

金額である。 

 なお、原告は、平成１５年７月課税期間申告書において、課税貨物に係る消費税額１５６３万

９９００円を控除対象仕入税額に算入しているが、当該消費税額は、原告の控除対象仕入税額に

は該当しないため、算入できない。 

エ 課税仕入れに係る支払対価の額（税込み）（別表３・順号④） ４億６１６６万３７１９円 

 上記金額は、下記(ア)の金額から(イ)の金額を控除した金額である。 

(ア) 確定申告額（別表３・順号⑤） ４億７８５０万８７１４円 

 上記金額は、原告が平成１５年７月課税期間申告書に記載した課税仕入れに係る支払対価の

額（税込み）である。 

(イ) 本件加工取引の対価の額（別表３・順号⑥） １６８４万４９９５円 

 上記金額は、原告が確定申告において課税仕入れに係る支払対価の額に含めた、Ｂ公司に対

し支払った本件加工取引に係る対価の額であり、国外取引であるため課税仕入れに係る支払対

価の額に該当しない（争いがない。）。 
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オ 納付すべき消費税額（別表３・順号⑦） ７６５万２０００円 

 上記金額は、上記イの金額から同ウの金額を控除した金額（ただし、通則法１１９条１項によ

り１００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

カ 地方消費税の課税標準となる消費税額（別表３・順号⑧） ７６５万２０００円 

 上記金額は、地方税法７２条の７７第２号及び同条の８２に基づき、前記オの金額と同額であ

る。 

キ 納付すべき譲渡割額（別表３・順号⑨） １９１万３０００円 

 当該金額は、地方税法７２条の８３に基づき上記キの金額に税率１００分の２５を乗じて算出

した金額である。 

２ 本件各賦課決定処分の根拠について 

 本件各更正処分はいずれも適法であるところ、原告は本件各課税期間の消費税等について、納付す

べき税額を過少に申告していたものであり、納付すべき税額を過少に申告していたことについて、通

則法６５条４項に規定する正当理由は存しないことから、本件各更正処分に伴って課されるべき過少

申告加算税の額は、それぞれ以下のとおりとなる。 

(1) 平成１３年７月課税期間 ２９２万７０００円 

 上記金額は、通則法６５条１項及び２項並びに地方税法附則９条の４第２項及び９条の９に基づ

き、平成１３年７月課税期間に係る更正処分（審査裁決により取り消された後のもの）によって新

たに納付すべき消費税等１９６８万円（上記更正処分における納付すべき消費税額及び譲渡割額と、

確定申告における納付すべき消費税額及び譲渡割額との差額。ただし、通則法１１８条３項の規定

により１万円未満の端数を切り捨てた後のもの。）に１００分の１０の割合を乗じて算出した金額

と、当該新たに納付すべき消費税等１９６８万５６００円のうち５０万円を超える部分に相当する

金額（ただし、通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端数を切り捨てた後のもの。）に１

００分の５の割合を乗じて算出した金額との合計額である。 

(2) 平成１４年７月課税期間 ２２８万８０００円 

 上記金額は、通則法６５条１項及び２項並びに地方税法附則９条の４第２項及び９条の９に基づ

き、平成１４年７月課税期間に係る更正処分（審査裁決により取り消された後のもの）によって新

たに納付すべき消費税等１５４２万円（上記更正処分における納付すべき消費税額及び譲渡割額と、

確定申告における納付すべき消費税額及び譲渡割額との差額。ただし、通則法１１８条３項の規定

により１万円未満の端数を切り捨てた後のもの。）に１００分の１０の割合を乗じて算出した金額

と、当該新たに納付すべき消費税等１５４２万９２００円のうち５０万円を超える部分に相当する

金額（ただし、通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端数を切り捨てた後のもの。）に１

００分の５の割合を乗じて算出した金額との合計額である。 

(3) 平成１５年７月課税期間 ２８８万８０００円 

 上記金額は、通則法６５条１項及び２項並びに地方税法附則９条の４第２項及び９条の９に基づ

き、平成１５年７月課税期間に係る更正処分（審査裁決により取り消された後のもの）によって新

たに納付すべき消費税等１９４２万円（上記更正処分における納付すべき消費税額及び譲渡割額と、

確定申告における納付すべき消費税額及び譲渡割額との差額。ただし、通則法１１８条３項の規定

により１万円未満の端数を切り捨てた後のもの。）に１００分の１０の割合を乗じて算出した金額

と、当該新たに納付すべき消費税等１９４２万０９００円のうち５０万円を超える部分に相当する

金額（ただし、通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端数を切り捨てた後のもの。）に１
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００分の５の割合を乗じて算出した金額との合計額である。 

以上 
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別表１ 

平成１３年７月課税期間の消費税等の額 

（単位：円） 

区分 順号 金額 

課税標準額 ① 629,379,000

課税標準額に対する消費税額 ② 25,175,160

控除対象仕入税額（④×４÷105） ③ 17,505,549

課税仕入れに係る支払対価の額（税込み）（⑤－⑥） ④ 459,520,685

確定申告額 ⑤ 476,217,792
内
訳 

本件加工取引の対価の額 ⑥ 16,697,107

消
費
税 

納付すべき消費税額（②－③） ⑦ 7,669,600

譲渡割額の課税標準となる消費税額 ⑧ 7,669,600

平

成

13

年

7

月

課

税

期

間 

地
方
消
費
税

納付すべき譲渡割額（⑧×25％） ⑨ 1,917,400
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別表２ 

平成１４年７月課税期間の消費税等の額 

（単位：円） 

区分 順号 金額 

課税標準額 ① 595,635,000

課税標準額に対する消費税額 ② 23,825,400

控除対象仕入税額（④×４÷105） ③ 14,176,923

課税仕入れに係る支払対価の額（税込み）（⑤） ④ 372,144,248

内
訳

確定申告額 ⑤ 372,144,248

消
費
税 

納付すべき消費税額（②－③） ⑥ 9,648,400

譲渡割額の課税標準となる消費税額 ⑦ 9,648,400

平

成

14

年

7

月

課

税

期

間 地
方
消
費
税

納付すべき譲渡割額（⑦×25％） ⑧ 2,412,100
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別表３ 

平成１５年７月課税期間の消費税等の額 

（単位：円） 

区分 順号 金額 

課税標準額 ① 630,982,000

課税標準額に対する消費税額 ② 25,239,280

控除対象仕入税額（④×４÷105） ③ 17,587,189

課税仕入れに係る支払対価の額（税込み）（⑤－⑥） ④ 461,663,719

確定申告額 ⑤ 478,508,714
内
訳 

本件加工取引の対価の額 ⑥ 16,844,995

消
費
税 

納付すべき消費税額（②－③） ⑦ 7,652,000

譲渡割額の課税標準となる消費税額 ⑧ 7,652,000

平

成

15

年

7

月

課

税

期

間 

地
方
消
費
税

納付すべき譲渡割額（⑧×25％） ⑨ 1,913,000

 


